
 

 

録やメタボ検診の情報の管

理など、医療情報への活用も

一部で認められます。 

本案は、今国会で成立する

見通しです。 

◆銀行口座への登録は任意 

マイナンバーで預金資産

を管理することで、事務の効

率化や税の徴収の他、脱税や

生活保護の不正受給といっ

た疑いのある人の口座情報

を得やすくなり、公正な納税

につながるといった効果が

期待されています。 

2018 年時点では、銀行口

座のマイナンバー登録に強

制力はなく任意とされてお

り、新規に口座を開設する際

に申請用紙にマイナンバー

を記入する欄が設けられた

り、既存の口座には来店時に

登録を促したりといった対

応がなされます。 

◆医療分野では予防接種と

メタボ検診の情報管理のみ 

一方、医療情報への活用に

ついては、自治体が扱う予防

接種の記録や健康保険組合

が扱うメタボ検診の情報に

限り、マイナンバーの利用が

認められるようになるとの

ことです。 

メタボ検診については転

職をしても情報を健康保険

組合が引き継いだりするこ

とで、過去のデータを踏まえ

た保健指導を行うことが可

能となります。 

◆今後の検討課題 

マイナンバーで資産情報

を管理されることに強い抵

抗を持つ人は多くいます。政

府は進捗状況をみて 2021 年

をめどに義務化するかどう

かを判断する方針です。 

医療分野では、個人情報漏洩

の懸念から、カルテの管理に

マイナンバーを適用するこ

とについて今回は見送られ

ていますが、2018 年度以降

はカルテに加えて診療報酬

明細書（レセプト）などの管

理にマイナンバーを活用し、

医療費の削減につなげるこ

とが検討されています。 

 

「外国人技能実習制度」

適正化に関する法案のポ

イント 
◆技能実習生の人権侵害防

止のため監督機関を新設 

政府は、外国人を日本国内

に受け入れて働きながら技

術を学んでもらう「外国人技

能実習制度」を拡充する「外

国人の技能実習の適正な実

施及び技能実習生の保護に

関する法律案」（新法）を閣

議決定し、国会に提出しまし

た。 

技能実習生の受入れ期間

が現行の最長３年から５年

に延長となり、また、外国人

を低賃金や長時間労働で酷使

するなどの不正を防ぐため、

受け入れ団体や企業を監視す

る監督機関「外国人技能実習

機構」を新設することになり

ました。 

◆不正行為があった際には罰

則も！ 

新設される監督機関「外国

人技能実習機構」は、立入り

調査や不正行為のチェックを

行う機関とされています。 

実習生に対する外部との連

絡禁止や帰国の強要、パスポ

ートの取上げなどが問題化し

ていることから、私生活の制

限の禁止や罰則規定を設ける

ことで実習生の保護を図ると

のことです。 

その他にも、実習生の相談

に応じたり、実習先の変更の

支援などを行ったりするとさ

れています。 

◆介護分野での受け入れに課

題？ 

この法案と同時に、在留資

格に「介護」を新設する入管

難民法改正案も閣議決定しま

した。 

介護職の人材不足が深刻化

する中、介護分野での外国人

労働者受け入れを促すため、

日本の養成施設で介護福祉士

の資格を取得した外国人の長

期就労が可能になります。 

 

 

 

 

現在、外国人技能実習制度

では製造業や建設業、農業な

ど 69職種の受け入れが認め

に、労働基準法・労働契約

法・労働安全衛生法・最低賃

金法が適用されます。 

◆改正パート労働法の概要 

改正の概要は以下の通り

となっています。チェックリ

ストなどを作成し、漏れのな

い対応ができるよう注意し

ましょう。 

（１）正社員と差別的取扱い

が禁止されるパートタイム

労働者の対象範囲の拡大 

「職務内容が正社員と同

一」、「人材活用の仕組み（人

事異動等の有無や範囲）が正

社員と同一」に該当すれば、

有期労働契約を締結してい

るパートタイム労働者も正

社員と差別的取扱いが禁止

されます。 

（２）「短時間労働者の待遇

の原則」の新設 

パートタイム労働者の待

遇と正社員の待遇を相違さ

せる場合は、その待遇の相違

は、職務の内容、人材活用の

仕組み、その他の事情を考慮

して、不合理と認められるも

のであってはならないとす

る、広くすべての短時間労働

者を対象とした待遇の原則

の規定が創設されます。 

（３）パートタイム労働者を

雇い入れたときの事業主に

よる説明義務の新設 

パートタイム労働者を雇

い入れたときは、実施する雇

用管理の改善措置の内容に

ついて、説明しなければなら

ないこととなります。 

（４）パートタイム労働者か

らの相談に対応するための

事業主による体制整備の義

務の新設 

パートタイム労働者からの

相談に応じ、適切に対応する

ために必要な体制を整備し

なければならないこととな

ります。 

 

ついに預金口座にも !?

「マイナンバー法改正

案」の概要 

◆今国会で成立の見込み 

政府は、国民一人ひとりに

番号を割り振るマイナンバ

ー制度の適用範囲を広げる

「マイナンバー法改正案」を

閣議決定し、国会に提出しま

した。 

この法案は、希望者を対象

に 2018年から預金口座に番

号を付与し、個人の資産を把

握することで、事務の効率化

や税金・社会保険料の徴収等

に役立てるねらいがありま

す。 

また、乳幼児の予防接種記

施行直前！「改正パート

タイム労働法」への準備

は万全ですか？ 

◆いよいよ 4月から施行 

今年 4月から、改正パート

タイム労働法が施行されま

す。短時間労働者（パートタ

イム労働者）を雇用されてい

る事業主の方、準備は万全で

しょうか。 

パートタイム労働法の対

象であるパートタイム労働

者とは、「1週間の所定労働

時間が同一の事業所に雇用

される通常の労働者の1週間

の所定労働時間に比べて短

い労働者」とされています。 

そして、「パートタイマ

ー」「アルバイト」「嘱託」

「契約社員」「臨時社員」「準

社員」等、呼び方は異なって

も上記の条件に当てはまる

労働者であれば、「パートタ

イム労働者」となります。 

◆適用される法律 

パートタイム労働者は、

「労働条件の明示」「就業規

則の作成」「解雇予告」「母

性保護等」「退職時等の証

明」「健康診断」「割増賃金

の支払い」「最低賃金」「年

次有給休暇」等について、パ

ートタイム労働法だけでは

なく、通常の労働者と同様
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